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税務情報 

国税庁からの公表情報 － 2025年度税制改正関連情報 

1. 「グローバル・ミニマム課税への対応に関する改正のあらまし（2）」の公表 

2021 年 10 月に OECD/G20 の BEPS 包摂的枠組みにおいて合意されたグロー
バル・ミニマム課税へ対応するため、2023年度税制改正では、グローバル・ミ
ニマム課税の 3つのルールのうち所得合算ルール（Income Inclusion Rule）に
係る法制化として、「各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税」等が創
設されました。また、2025年度税制改正では、残り 2つのルールである軽課税
所得ルール（Undertaxed Profits Rule）及び国内ミニマム課税（Qualified 

Domestic Minimum Top-up Tax）に係る法制化として、「各対象会計年度の国
際最低課税残余額に対する法人税」及び「各対象会計年度の国内最低課税額に
対する法人税」等が創設されるとともに、「各対象会計年度の国際最低課税額に
対する法人税」等について見直しが行われました。さらに、グローバル・ミニマ
ム課税の導入に伴い、対象企業に追加的な事務負担が生じること等を踏まえた
外国子会社合算税制等の見直しのほか、所要の見直しも行われています。 

これを受け、国税庁は 4月 25日、2025年度税制改正におけるグローバル・ミ
ニマム課税への対応に関する改正内容のうち主要な項目等について解説する以
下のパンフレットを公表しました。 

■ グローバル・ミニマム課税への対応に関する改正のあらまし（2）（PDF 

1,905KB） 

このパンフレット（全 15ページ）では、以下の内容が多くの図表とともに整理・
解説されています。特に、（1）及び（2）については、そのポイントとなる事項
が網羅的にまとめられています。 

（1） 各対象会計年度の国際最低課税残余額に対する法人税の創設 

（2） 各対象会計年度の国内最低課税額に対する法人税の創設 

（3） 各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税の見直し等 

（4） 情報申告制度の見直し等 

（5） 外国子会社合算税制等の見直し 

なお、上記のパンフレットは、国税庁のウェブサイトの「グローバル・ミニマム
課税関係」の「グローバル・ミニマム課税とは（パンフレット等）」（グローバ
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ル・ミニマム課税の概要等）に掲載されています。 

2. 「令和 7年度税制改正による所得税の基礎控除の見直し等について」のペー
ジの開設 

2025年度税制改正により、所得税の基礎控除及び給与所得控除の見直し、特定
親族特別控除の創設並びに扶養親族等の所得要件の改正が行われました。これ
らの改正は、原則として、2025年 12月 1日に施行され、2025年分以後の所得
税について適用されるため、2025年 12月に行う年末調整など、2025年 12月
以後の源泉徴収事務に変更が生じることとなります。 

これを受け、国税庁は 4月 25日、上記改正の概要や源泉徴収事務に関して、国
税庁が提供している情報を入手・閲覧することができる「令和 7 年度税制改正
による所得税の基礎控除の見直し等について」というページを開設しました。
現在、たとえば以下の情報が掲載されています。（本ページは随時最新情報に更
新されるとのことです。） 

 パンフレット 

令和 7 年度税制改正による所得税の基礎控除の見直し等について（源泉所得税
関係）（PDF 861KB） 

このパンフレット（全 11 ページ）は以下の 4つの項目から構成されています。 

（1） 改正の概要 

（2） 令和 7年分の年末調整における留意事項 

（3） 令和 8年分以後の給与の源泉徴収事務における留意事項 

（4） 公的年金等の源泉徴収事務における留意事項 

なお、2025年分の年末調整の詳しい事務の内容については、8月末頃から国税
庁ホームページに随時掲載される予定とのことです。 

 各種様式 

上記の改正に伴い様式の変更が予定されている年末調整関係書類の一覧が掲載
されています。なお、各様式は国税庁ホームページに 6 月末頃に掲載される予
定とのことですが、一部については変更内容の説明とその様式案が「変更を予
定している年末調整関係書類（事前の情報提供）」に掲載されています。 

 よくある質問（FAQ） 

現在準備中ですが、5月末頃掲載される予定とのことです。 

*** 

2025年度税制改正の情報については 2024年 12月 26日発行の Tax Newsletter

「2025 年度税制改正大綱」（PDF 658KB）及び 2025 年 3 月 6 日発行の Tax 

Newsletter「2025 年度税制改正法案 基礎控除の引上げに係る修正案」（PDF 

247KB）をご参照ください。 

 

 

https://www.nta.go.jp/users/gensen/2025kiso/index.htm
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